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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第２四半期連結
累計期間

第52期
第２四半期連結

累計期間
第51期

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年６月30日

自平成30年１月１日
至平成30年６月30日

自平成29年１月１日
至平成29年12月31日

売上高 （千円） 16,315,884 18,039,573 33,545,024

経常利益 （千円） 654,550 785,051 1,336,559

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 416,405 520,155 821,590

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 401,927 399,834 855,509

純資産額 （千円） 8,947,935 9,219,477 9,331,499

総資産額 （千円） 48,487,688 33,165,761 31,724,496

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 42.69 53.16 84.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 18.1 27.5 28.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 749,040 742,231 1,285,898

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △786,011 △695,886 △1,063,882

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 526,206 56,164 111,583

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 3,277,458 3,224,480 3,120,785

 

回次
第51期

第２四半期連結
会計期間

第52期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.57 26.36

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第51期第２四半期連結累計期間及び第51期の１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる普

通株式の期中平均株式数については、電算システム従業員持株会信託が保有している当社株式を控除対象の

自己株式に含めて算定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

   　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

   　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、為替や株式市場の不安定により先行き不透明な状況が続い

ておりますが、企業収益の回復や堅調な雇用情勢を背景に、緩やかな回復基調で推移いたしました。

このような経営環境において、当社グループは、新しい価値の創造により、顧客に感動を、社員に夢を、株主

に満足をもたらす経営理念のもと、さらなる業容の拡大と成長を志向し、継続的な営業努力と効率的な事業運営

に努め、経営計画の達成を目指してまいりました。

各セグメント別の概況は以下のとおりとなっております。

 

（情報サービス事業）

情報処理サービスにおいては、給与処理サービス、エネルギー業向け処理サービス、各種ギフト処理サービス

などの売上が堅調に推移いたしました。ＳＩ・ソフト開発及び商品販売においてはG Suiteなどをはじめとしたク

ラウド関連サービスの売上が順調に推移いたしました。また、地方自治体向けのシステム機器導入や、オート

オークション業務システム、ＥＲＰパッケージなどの大型案件により売上が大きく伸長いたしました。

以上の結果、情報サービス事業の売上高は94億76百万円（前年同期比15.6％増）、営業利益は３億74百万円

（前年同期比18.4％増）となりました。

 

（収納代行サービス事業）

収納代行サービス事業においては、主力のコンビニ収納の件数は対前年同期比増加しているものの、５月まで

は休日の影響もあり月毎には多少ばらつきも見られましたが、概ねその伸び率は回復傾向となりました。しかし

ながら、６月は地震の影響に加えて末日が土曜日となったことから収納金の納期限が翌月にまたがることもあ

り、コンビニ収納件数の伸び率が低下し、当第２四半期までの計画としては未達となりました。一方で、地方公

共団体を含む新規取引先の獲得は計画を上回り順調に推移しており、スーパーマーケット及びドラッグチェーン

店舗向けの収納窓口サービスは、前期からずれ込んだ案件の計上に加えて、新規開拓先との契約もあり、大きく

増加しております。

以上の結果、収納代行サービス事業の売上高は85億63百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は３億18百万円

（前年同期比3.6％減）となりました。

 

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は180億39百万円(前年同期比10.6％増)、利益におい

ては、営業利益は７億44百万円(前年同期比18.5％増)、経常利益は７億85百万円(前年同期比19.9％増)、親会社

株主に帰属する四半期純利益は５億20百万円(前年同期比24.9％増)となりました。
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(2）財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末と比較して14億41百万円増加し、331億65百万円と

なりました。これは主に、現金及び預金が80百万円減少したものの、金銭の信託が６億17百万円、前払費用が４

億44百万円、投資有価証券が２億52百万円、仕掛品が１億61百万円増加したことによるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比較して15億53百万円増加し、239億46百万円と

なりました。これは主に、買掛金が１億18百万円減少したものの、その他流動負債が５億50百万円、収納代行預

り金が４億33百万円、長期借入金が３億81百万円増加したことによるものであります。

なお、金銭の信託及び収納代行預り金は、収納代行サービス事業に係る預り金が含まれており、預り金の入出

金タイミングの影響を受けたことにより増加しております。

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比較して１億12百万円減少し、92億19百万円と

なりました。これは主に、利益剰余金が３億92百万円増加したものの、資本剰余金が２億77百万円、その他有価

証券評価差額金が１億27百万円減少したことによるものであります。

 

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の四半期末残高は、前連結会

計年度末と比較して１億３百万円増加し、32億24百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は７億42百万円（前第２四半期連結累計期間は７億49百万円の増加）となりま

した。これは主に、前払費用の増加４億44百万円、法人税等の支払額２億34百万円、たな卸資産の増加１億83百

万円により資金が減少したものの、税金等調整前四半期純利益７億85百万円、その他流動負債の増加４億76百万

円、減価償却費２億77百万円により資金の増加があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は６億95百万円（前第２四半期連結累計期間は７億86百万円の減少）となりま

した。これは主に、投資有価証券の取得４億８百万円、有形固定資産の取得２億33百万円により資金の減少が

あったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、増加した資金は56百万円（前第２四半期連結累計期間は５億26百万円の増加）となりまし

た。これは主に、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出３億84百万円、長期借入金の返済に

よる支出１億32百万円、配当金の支払額１億26百万円により資金が減少したものの、長期借入れによる収入６億

円により資金が増加したことによるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,760,000

計 29,760,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

     提出日現在
発行数（株）

（平成30年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,040,000 10,040,000

 東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 10,040,000 10,040,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 10,040,000 － 1,229,213 － 929,069

 

 

（６）【大株主の状況】

  平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ヒロタ㈱ 岐阜県岐阜市玉姓町三丁目25番地 890,100 8.86

電算システム従業員持株会 岐阜県岐阜市日置江一丁目58番地 719,383 7.16

㈱十六銀行 岐阜県岐阜市神田町八丁目26番地 441,900 4.40

㈱大垣共立銀行

（常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行㈱）

岐阜県大垣市郭町三丁目98番地

（東京都中央区晴海一丁目８番地12号）
424,900 4.23

宮地　正直 岐阜県岐阜市 415,370 4.13

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町六丁目11番地 359,900 3.58

㈱トーカイ 岐阜県岐阜市若宮町九丁目16番地 257,180 2.56

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番3号 257,000 2.55

ＴＩＳ㈱ 東京都新宿区西新宿八丁目17番地１ 200,000 1.99

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 179,600 1.78

計 － 4,145,333 41.28

（注）当社は、自己株式254,854株（2.53％）を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率

は、小数点第３位を切り捨てて表示しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   254,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,782,500 97,825 －

単元未満株式 普通株式     2,700 － －

発行済株式総数 10,040,000 － －

総株主の議決権 － 97,825 －

 

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義
所有株式
数
（株）

他人名義所
有株式数

（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

㈱電算システム
 岐阜県岐阜市日置江一丁目58番地 254,800 － 254,800 2.53

計 － 254,800 － 254,800 2.53

 

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※ 6,630,566 ※ 6,550,402

金銭の信託 ※ 12,399,334 ※ 13,016,530

受取手形及び売掛金 5,582,407 5,496,433

商品 24,818 47,290

仕掛品 493,282 654,421

前払費用 801,413 1,246,367

繰延税金資産 77,126 180,343

その他 33,349 57,167

貸倒引当金 △534 △530

流動資産合計 26,041,762 27,248,425

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,135,259 1,107,445

土地 791,098 791,098

その他（純額） 686,147 778,003

有形固定資産合計 2,612,505 2,676,546

無形固定資産   

のれん 396,347 371,759

ソフトウエア 632,921 599,756

ソフトウエア仮勘定 22,507 16,846

その他 55 36

無形固定資産合計 1,051,832 988,398

投資その他の資産   

投資有価証券 1,647,396 1,900,391

繰延税金資産 9,294 10,519

差入保証金 321,770 304,838

その他 40,603 37,394

貸倒引当金 △668 △752

投資その他の資産合計 2,018,395 2,252,390

固定資産合計 5,682,733 5,917,335

資産合計 31,724,496 33,165,761

 

EDINET提出書類

株式会社電算システム(E21740)

四半期報告書

 9/20



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,504,096 2,385,735

短期借入金 24,000 124,000

1年内返済予定の長期借入金 229,128 315,048

未払法人税等 274,801 393,706

収納代行預り金 ※ 15,806,073 ※ 16,239,326

賞与引当金 3,135 81,012

役員賞与引当金 1,000 20,183

受注損失引当金 － 31,100

株主優待引当金 57,120 966

その他 1,786,444 2,337,204

流動負債合計 20,685,799 21,928,283

固定負債   

長期借入金 1,108,174 1,489,790

繰延税金負債 66,099 40,416

役員退職慰労引当金 250,494 199,440

退職給付に係る負債 26,351 29,727

資産除去債務 12,432 15,585

その他 243,645 243,040

固定負債合計 1,707,197 2,018,000

負債合計 22,392,996 23,946,284

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,229,213 1,229,213

資本剰余金 929,069 651,367

利益剰余金 6,894,724 7,287,672

自己株式 △84,347 △84,347

株主資本合計 8,968,658 9,083,906

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 161,349 34,098

その他の包括利益累計額合計 161,349 34,098

非支配株主持分 201,491 101,473

純資産合計 9,331,499 9,219,477

負債純資産合計 31,724,496 33,165,761

 

EDINET提出書類

株式会社電算システム(E21740)

四半期報告書

10/20



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 16,315,884 18,039,573

売上原価 13,618,444 15,173,128

売上総利益 2,697,440 2,866,445

販売費及び一般管理費 ※ 2,069,085 ※ 2,121,689

営業利益 628,354 744,756

営業外収益   

受取利息 415 260

受取配当金 6,499 40,041

持分法による投資利益 － 131

受取手数料 4,654 947

助成金収入 600 －

投資有価証券売却益 7,989 －

為替差益 6,931 －

未払配当金除斥益 131 171

その他 3,280 3,638

営業外収益合計 30,502 45,190

営業外費用   

支払利息 2,221 2,604

持分法による投資損失 715 －

投資事業組合運用損 1,369 1,501

為替差損 － 788

営業外費用合計 4,306 4,895

経常利益 654,550 785,051

税金等調整前四半期純利益 654,550 785,051

法人税、住民税及び事業税 349,015 362,096

法人税等調整額 △123,471 △104,131

法人税等合計 225,544 257,964

四半期純利益 429,005 527,086

非支配株主に帰属する四半期純利益 12,599 6,930

親会社株主に帰属する四半期純利益 416,405 520,155
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 429,005 527,086

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △28,969 △127,251

繰延ヘッジ損益 1,891 －

その他の包括利益合計 △27,077 △127,251

四半期包括利益 401,927 399,834

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 389,327 392,904

非支配株主に係る四半期包括利益 12,599 6,930
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 654,550 785,051

減価償却費 258,336 277,846

のれん償却額 24,588 24,588

貸倒引当金の増減額（△は減少） 125 79

賞与引当金の増減額（△は減少） 125,510 77,876

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 15,074 19,183

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 31,100

株主優待引当金の増減額（△は減少） △47,637 △56,153

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 13,606 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,824 △51,054

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,639 3,375

受取利息及び受取配当金 △6,914 △40,301

支払利息 2,221 2,604

持分法による投資損益（△は益） 715 △131

為替差損益（△は益） △1,116 △1,185

投資有価証券売却損益（△は益） △7,989 －

投資事業組合運用損益（△は益） 1,369 1,501

売上債権の増減額（△は増加） 228,361 85,890

たな卸資産の増減額（△は増加） △18,112 △183,611

仕入債務の増減額（△は減少） △166,106 △118,361

未払金の増減額（△は減少） △10,904 72,645

前払費用の増減額（△は増加） △241,007 △444,953

その他の流動負債の増減額（△は減少） 381,285 476,838

その他 △179,095 △24,262

小計 1,034,323 938,567

利息及び配当金の受取額 7,879 41,121

利息の支払額 △2,207 △2,604

補助金の受取額 12,481 －

法人税等の支払額 △303,436 △234,853

営業活動によるキャッシュ・フロー 749,040 742,231

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100,000 △100,084

定期預金の払戻による収入 100,000 100,000

有形固定資産の取得による支出 △88,432 △233,181

有形固定資産の売却による収入 － 3,308

無形固定資産の取得による支出 △130,274 △69,559

投資有価証券の取得による支出 △578,144 △408,360

投資有価証券の売却による収入 10,863 －

敷金及び保証金の差入による支出 △762 △462

敷金及び保証金の回収による収入 749 11,716

その他 △10 735

投資活動によるキャッシュ・フロー △786,011 △695,886
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 300,446 100,000

長期借入れによる収入 500,000 600,000

長期借入金の返済による支出 △193,014 △132,464

自己株式の売却による収入 36,847 －

配当金の支払額 △117,623 △126,721

非支配株主への配当金の支払額 △450 △450

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
－ △384,200

財務活動によるキャッシュ・フロー 526,206 56,164

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,116 1,185

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 490,352 103,694

現金及び現金同等物の期首残高 2,787,106 3,120,785

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,277,458 ※ 3,224,480
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　預金、金銭の信託及び収納代行預り金

　現金及び預金、金銭の信託の中には、収納代行サービス事業に係る資金が含まれており、これに見合う以下

の収納代行預り金を流動負債に計上しております。当該収納代行預り金は、顧客の商品又はサービスの利用者

が、コンビニエンスストア等を通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金するために一時的に預かってい

るものであります。

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

収納代行預り金 15,806,073千円 16,239,326千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日

   至　平成29年６月30日）

 当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日

   至　平成30年６月30日）

給与手当 712,648千円 745,296千円

賞与及び賞与引当金繰入額 209,006 184,834

役員賞与引当金繰入額 16,074 20,183

退職給付費用 37,254 36,417

役員退職慰労引当金繰入額 8,704 11,685

貸倒引当金繰入額 184 214

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金の中には、収納代行サービス事業に係る資金が含まれており、当該預金は顧客の商品又はサー

ビスの利用者が、コンビニエンスストア等を通して支払う代金を当社が収納し、顧客に送金するために一時的

に預かっているものであります。また、この預り金の一部を金銭信託しております。このため、収納代行預り

金については、現金及び現金同等物から除いております。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

現金及び預金 5,578,245千円 6,550,402千円

金銭の信託 30,519,193 13,016,530

預入期間が３か月を超える定期預金 △103,040 △103,126

収納代行預り金 △32,716,939 △16,239,326

現金及び現金同等物 3,277,458 3,224,480
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月24日

定時株主総会
普通株式 117,421 12 平成28年12月31日 平成29年３月27日 利益剰余金

（注）　　配当金の総額には、電算システム従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金500千円が含まれて

おります。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年７月28日

取締役会
普通株式 117,421 12 平成29年６月30日 平成29年９月１日 利益剰余金

（注）　　配当金の総額には、電算システム従業員持株会信託が保有する当社株式に対する配当金242千円が含まれて

おります。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月27日

定時株主総会
普通株式 127,206 13 平成29年12月31日 平成30年３月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年７月30日

取締役会
普通株式 127,206 13 平成30年６月30日 平成30年９月３日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

株式会社電算システム(E21740)

四半期報告書

16/20



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
情報サービス
事業

収納代行サー
ビス事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 8,196,444 8,119,440 16,315,884 － 16,315,884

セグメント間の内部売上

高又は振替高
30,647 21 30,668 △30,668 －

計 8,227,091 8,119,461 16,346,553 △30,668 16,315,884

セグメント利益 316,663 330,213 646,876 △18,522 628,354

（注）１．セグメント利益の調整額△18,522千円は、報告セグメントが負担する管理部門費の配賦差額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成30年１月１日 至 平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
情報サービス
事業

収納代行サー
ビス事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 9,476,569 8,563,004 18,039,573 － 18,039,573

セグメント間の内部売上

高又は振替高
21,072 160 21,233 △21,233 －

計 9,497,641 8,563,164 18,060,806 △21,233 18,039,573

セグメント利益 374,891 318,302 693,194 51,561 744,756

（注）１．セグメント利益の調整額51,561千円は、報告セグメントが負担する管理部門費の配賦差額であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

   １株当たり四半期純利益金額 42円69銭 53円16銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 416,405 520,155

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
416,405 520,155

普通株式の期中平均株式数（株） 9,753,563 9,785,146

　（注）１．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、電算システム従

業員持株会信託が保有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。１株当たり四半

期純利益金額の算定上控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計期間31,582株、当

第２四半期連結累計期間－株であります。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

平成30年７月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………127,206千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………13円

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年９月３日

（注）　平成30年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成30年８月２日

株式会社電算システム  

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三富 康史 　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 増見 彰則 　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電算

システムの平成３０年１月１日から平成３０年１２月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成３０年

４月１日から平成３０年６月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成３０年１月１日から平成３０年６月３０日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電算システム及び連結子会社の平成３０年６月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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